











The Evolution of the Concept of Arbitrariness in the International




The International Covenant on Civil and Political Rights has arbitrariness in its
four clauses, i.e. article 6 (1) , article 9(1), article 12(4) and article 17(1). This
arbitrariness is a concept with the necessity of materializing the contents,
according to the situation which should be applied. The purpose of this paper is to
analyze and evaluate the evolution of the concept of arbitrariness in these clauses
through the Travaux Preparatoires and the practices of Human Rights
Committee's individual communications. This is the first part of the paper and
deals with the Travaux Preparatoires of the Universal Declaration on Human
Rights and International Covenant on Civil and Political Rights.
キーワード：恣意性、世界人権宣言9条、12条、15条及び17条の起草過程、自由権規約6
条1項、9条1項、12条4項、17条1項の起草過程
Keywords : Arbitrariness, Travaux Preparatoires of the Universal Declaration on
Human Rights (Article 9, Article 12, article 15 and article 17) ,
Travaux Preparatoires of International Covenant on Civil and Political



































































































論はなされなかった（Official Records of The Third Session of The GeneralAssembly，PartI，Third




















































































28) E/CN. 4/99, 1948, p. 4.原文は、 "No one shall be arbitrarily deprived of his nationality.'
29) E/CN. 4/SR. 59, 1948, article 15, p. 12.原文は、 "No one shall be arbitrarily deprived of his nationality or








34) Ibid., pp. 10-ll.
35) Ibid., p. 12.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。尚、旧ソ連代表の修正案は、賛成4票、
反対10票、棄権2票で否決されたIbid.






























39) E/CN. 4/AC. 1/SR. 38, 1948, p. 4.
40) E/CN. 4/SR. 61, 1948, pp. 2-3.原文は、 "that is, contrary to the laws.
41) Ibid., p. 4.
42) Ibid., p. 5.旧白ロシア代表は、かかる意見に全面的に賛成の意見を述べたIbid.
43) Ibid., p. 6.
44) Ibid.賛成4票、反対9票、棄権1票。ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0
45) Ibid., p. 6, Article 14賛成10票、反対4票oロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。
46) Ibid.賛成10票、棄権4票.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。
47) 3rd session GAOR, p. 248.


























そうした主張を行った国家代表として、仏(.ibid., p. 244)、ボリビア(ibid.)、レバノン{ibid., p. 246)、米(ibidリ
p. 247)、ニュージーランド　{ibid., p. 252)の各代表が挙げられる0　-
A/C.3/268, 1948, p. 1.
3rd session GAOR, p. 250.
Ibid.,p.258.
Ibid.,p.244.





Ibid., Article 7, p. 257.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからないo
Parvez HASSAN, op. cit., p. 244.




























60) Ibid., p. 306.
61) Ibid:, p. 308.同代表は、米代表も恣意性に対して同じ意見であると述べているが、かかる米代表の発言は議事録で
は確認できない。但し、米代表は、単に「不合理に」に代えて恣意性を用いることには賛成を示しているIbid.
62)仏代表(Ibid., p. 309)、サウジアラビア代表(Ibid., p. 310)。
63) Ibid., p. 310.
64) Ibid., article 10, p. 315.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。
65) A/C.3/268, 1948.




67) E/800, 1948, p. 33.原文は、 'i.e. in any other manner or in any other case than as provided for in the laws
of the country concerned."
3rf GAOR, pp. 355-356.同様の主張として、他にサウディアラビア代表の意見がある。 Ibid., p. 362.



























70) Ibid., p. 352.
71)米代表の発言は、 ibid., p. 353。英代表の発言は、 ibid., p. 354。
72) Ibid., p. 353.
73) Ibid., p. 354.
74) Ibid., p. 358.
75) Ibid., p. 350.
76) Ibid., p. 357.豪代表は、宣言13条で恣意性の定義がなされたのであれば、その定義は他の条項で用いられている達
意性にもあてはまると述べているので、同代表も宣言の恣意性の意味を統一的に把握しようとしていたと考えらtl
.る　Ibid.
77)賛成21票、反対9票、棄権6票Ibid., article 13, p. 359.
78) Ibid., pp. 359-360.
79) Ibid., article 13, pp. 361-362.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0




























81) E/800, 1948, para. 12, p. 33.E£W\ "i.e. illegally,",,
82) 3rd se3Sion, GAOR., p. 386.
83) Ibid., p. 382.
84) Ibid.
85) Ibid.
86) Ibid., p. 384.
87) Ibid., article 15, p. 390.ƒ••[ƒ‹•EƒR•[ƒ‹‚Å‚È‚¢‚½‚ß•A”½‘Î‹y‚ÑŠüŒ •‘–¼‚Í‚í‚©‚ç‚È‚¢•B\
88) Ibid.
89) Ibid., pp. 863-865.
































93) Ibid., article 10.ƒ••[ƒ‹¥ƒR•[ƒ‹‚Å‚Í‚È‚¢‚½‚ß•A”½‘Î‹y‚ÑŠüŒ •‘–¼‚Í‚í‚©‚ç‚È‚¢o
94) See, Johanna NIEMI-KIESILAINEN, "Article 9", The Universal Declaration of Human Rights, Asbj0rn
Eide(eds.), Scandinavian University Press, 1992, p. 148.
95)•Ö“¡‹³Žö‚Í•A‚©‚©‚é‹Œƒ\˜A‚Ì’ñˆÄ‚ð•u[•éŒ¾‚ð]Ž–ŽÀ•ã•œ”²‚«‚É‚µ‚æ‚¤‚Æ‚µ‚½•v‚à‚Ì‚Å‚ ‚é‚Æ•]‰¿‚µ‚Ä‚¢‚é•BÄ •A*,
‘OŒf•‘, 97ƒy•[ƒWo
































97) See, Johannes MORSINK, The Universal Declaration of Human Rights, University of Pennsylvania P
Philadelphia, 1999, p. 138.































































103) E/800, 1948, article 5, p. 14」京文は、 'No one shall be deprived of his life save in the execution of the
sentence of a court following his conviction of a crime for which this penalty is provided by law.
104) Ibid.付された制限事由は次の通りO ①暴動又は反乱の鎮圧、 ②自衛又は他の者の保護、 ③特定の犯罪に対して、
逮捕を行おうとした際の殺害、 ④事故による殺害、 ⑤名誉の侵害に対する殺害、 ⑥重罪を犯したものの殺害、 ⑦
逃亡を防止するための殺害、 ⑧重大な過失又は違法行為を伴わない医療手術による殺害、 ⑨自発的な医療実験に
よる殺害、 ⑩犯罪の防止のための法執行官による殺害、 ⑳局地的な緊急事態の際の法執行官による殺害、 ⑫戦時
における軍隊構成員による殺害。
105) E/CN. 4/188, 1949, p. 1.
106) E/CN. 4/SR. 90, 1949, p. 6.
107) E/CN. 4/SR. 91, 1949, p. 9.
108)旧ソ連代表の発言は、 ibid., P. 4、フィリピン代表の発言は、 ibidリp. 2。
109) E/CN. 4/SR. 90, 1949, p. 7.
110) E/CN. 4/193, 1949.
Ill) E/CN. 4/SR. 90, 1949, p. 8.
112)仏代表の発言は、 ibid., p. 9、デンマ-ク代表の発言は、 ibid., p. 12、フィリピン代表の発言は、 E/CN. 4/SR.




（a）人の生命に危険が及んでい皐場合に、絶対に必要な（no more than absolutely
necessary）次の力の行使から生じる殺害、
（i）不法な暴力からの人の防衛、（止）逮捕又は合法の拘禁からの逃亡の防止、（嵐）暴動





















113) E/CN. 4/204, 1949.
114) E/CN. 4/SR. 93, 1949, p.
115) Ibid.
116) Ibid., p. 14.
117) E/CN. 4/SR. 93, 1949, p. 14, E/CN. 4/SR. 94, 1949, p. 4 & E/CN. 4/SR. 97, 1949, p. 2.
118) E/CN. 4/SR. 93, 1949, p. 10.
119)他にも、米代表がこの段階で提出していた修正案の1項「何人も、その生命を恣意的に(arbitrarily)奪われない」
(E/CN. 4/170/Add. 5, 1949)にも、恣意性が用いられていた。
120) E/CN. 4/W. 22, 1949.原文は、 'No one may deprive another person of his life arbitrarily.
121) E/CN. 4/SR. 97, 1949, p. 6.
122) E/CN. 4/SR. 98, 1949, p. 4.


























124)仏代表の発言　E/CN. 4/SR. 97, 1949, p. 5.英代表の発言。 Ibid., p. 6.ベルギ-代表の発言Ibid., p. 7.
125)英案は、 E/CN. 4/W. 21, 1949、仏案は、 E/CN. 4/W. 23, 1949。尚英案には、死刑を合法としている締約国内
での死刑の執行が、新たな制限事由として先の同代表の修正案に追加された。又仏案は、この英案が制限事由と
して定めていた合法的な戦争行為による殺害以外を制限事由として列挙したものであった。
126) E/CN. 4/SR. 97, 1949, p. 8.この発言に対して豪代表が同意の発言を行ったIbid., p. 9.
127) E/CN. 4/SR. 98, 1949, p. 9.同様の発言として、印代表の発言　E/CN. 4/SR. 97, 1949, p. 5.
128) E/CN. 4/SR. 98, 1949, p. 10.
129) Ibid., p. 6.
130) Ibid.
131) Ibid., pp. 6-7 & p. 12.
132) Ibid., p. 12.ロ-ル・コールでないため、反対及び棄権国名はわからないが、 6条全体の採決においては、豪、
ベルギー、デンマーク、仏、印、英の各代表が反対票を、イラン代表が棄権票を投じているIbid., p. 13.
133) Ibid.





























135) E/CN. 4/365, 1950, p. 23.尚、同案2項には死刑に関する規定が置かれたIbid-
136) Ibid., p. 22.原文は、 "No one shall be arbitrarily deprived of his life."
137) E/CN. 4/SR. 139, 1950, pp. -5.米代表が挙げた故意とはみなされない力の行使の事例は、私有財産から侵略者
の追い出し、不法な私有財産への侵害の防止、故意の放火の防止など。
138)中国代表の発言は、 ibid., pp. 12-11、チリ代表の発言は、 E/CN. /SR. 140, 1950, p. 3、印代表の発言は、 ibid.,
p.12。
139) E/CN. 4/SR. 140, 1950, p. 10.尚、仏代表は、英案が法執行官の活動による生命の剥奪を射程としていることに
は一定の評価を示した。
140) E/CN. 4/SR. 139, 1950, p. 5 & p. 7. See also, E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 4.尚この点には、レバノン代表
が、賛同を示した。 E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 5.





























142) E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 8.
143) E/CN. 4/SR. 139, 1950, p. 9.
144) E/CN. 4/SR. 140, 1950, pp. 3-4
145) E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 8.
146) E/CN. 4/SR. 139, 1950, p. 12.
147) E/CN. 4/SR. 140, 1950, p. 6.
148) Ibid., p. 10.
























150) E/CN. 4/SR. 144, 1950, pp. 5-7.
151) E/CN. 4/398, 1950.原文は、 "Everyone's right to life shall be protected by law."尚、レバノン案には、その
4項に3つの制限事由が列挙されていた。 Ibid,
152) Ibid.
153) E/CN. 4/SR. 149, 1950, p, 5.
154) E/CN. 4/SR. 149, 1950, p. 5.賛成3票、反対8票、棄権2票。ロール・コールでないため、反対及び棄権国名
はわからない。
155) Ibid., pp. 5-6.
156) Ibid., p. 6.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0
157) Ibid.チリ代表もこの米案と同一の文言を採用した修正案(E/CN. 4/378, 1950)を接出していたが、この米案と
同一のものとみなされ否決された。 E/CN. 4/SR. 149, 1950, p. 6.尚、ロール・lコ-ルでないため、反対及び棄
権国名はわからない。
158) E/CN. 4/L. 140, 1952.尚本案の1項と2項は、欧州人権条約2条1項及び2項とほぼ同じである。
159) E/CN. 4/SH. 309, 1952, p. 4.
160) Ibid., p. 6.同様の発言としてエジプト代表の発言(E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 12)。
161) Ibid., p. 7 & p.　チリは更に、自Eg法制度における犯罪構成要件と刑事責任の発生に関する故意の扱いが異な
ることを例に挙げ、 「故意に」を6条で用いることの困難さを述べた。 E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 9.
162) E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 13.


























164)米代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 309, 1952, p. 4 & E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 8、旧ソ連代表の発言は、 E/CN
4/SR. 309, 1952, p. 5、チリ代表の発言は、 ibid., p. 7、ポ-ランド代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 310, 1952
p. 5、旧白ロシア代表の発言は、 ibid., p. 9。
165) E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 6.チリ・米共同修正案の2項には宣言への言及がなされていた。
166) E/CN. 4/SR. 309, 1952, p. 4.
167) E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 14.
168) E/CN. 4 /L. 176, 1952.原文は、 'No one may be deprived 0日ife. Everyone's right to life shall be protectec
bylaw.
169)英代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 309, 1952, p. 、仏代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 4.
170) E/CN. 4/SR. 310, 1952, p. 13.
171) Ibid., p. 3.
172) E/CN. 4/L. 122, 1952.同案1項第2文は、 「すべての者の生命に対する権利は、法律によって保護される。」


























（Working Group on Conventions）」（1947年12月5日から10日）が採択した条文案183）と
174) E/CN. 4/L. 130, 1952.その2項は次の通り。 「生命を奪うことは犯罪である。但し、裁判所の判決の執行、自衛、
又は[Eg連]憲章によって認められた執行措置を含む、かかる程度の力の行使を必要とする同様の正当な行為。」
175) E/CN. /SR. 310, 1952, p. 9.チリ代表はその直近の発言で、印代表が生命権に対する制限事由としての自衛を、
自身の自衛だけでなく他の者の自衛及び国家の自衛をも含めていると指摘した上で、これを批判しているIbid.,
p. 10.印代表の自衛に関するかかる捉え方については、 E/1992, 1952, p. 30を参照。
176) E/CN. 4/SR. 311, 1952, pp. 3-4.
177) Ibid., p. 4.
178) Ibid.
179) Ibid., p. 5.
180) Ibid.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない.
181) Ibid., p. 6.ロ-ル・コールでないため、反対及び棄権Eg名はわからない。
182) E/CN. 4/95, 1942, article 9, p. 20.原文は、 "No person shall be subject to arbitrary arrest or detention.























E/CN. 4/37, 1947, article 9, p. 4.原文は、 "No one shall be subject to arbitrary arrest 。r detention."尚、
米代表の9条案は、全2文から成っており、その第2文は「逮捕される者は、自己に対する被疑事実を速やかに
告げられ、合理的な期間内に裁判を受ける権利又は釈放される権利を有する」 (ibid)としていた。
85) E/CN. 4/AC. 3/SR. 3, 1947, p. 4.
86) Ibid., p. 6.賛成3票、反対0票、棄権1票。 ⊂!-ル・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0




的な抑留、 ④精神異常者の合法的な抑留、 ⑤未成年者に対する親又は親に準じる者による保護監督、 ⑥不正規に
入国するのを防ぐための人の合法的な逮捕及び抑留、 ⑦退去強制のための手続がとられている外国人の合法的な
逮捕及び抑留。
E/CN. 4/AC. 1/SR. 23, 1948, p. 4.
90)レバノン代表の発言は、 ibidへチリ代表の発言は、 ibid., p. 50
91) Ibid., p. 5.
92) Ibid., p. 6.
93) Ibid., p. 7.賛成4票、反対0票、棄権1票。ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない.
94) A/2929, 1955, p. 35, para. 28.
95) E/CN. 4/95, 1948, pp. 22-26. See also, E/800, 1948, pp. 17-20.




























用いられていないo E/CN. 4/188, 1949, pp. 1-2.
198) E/CN. 4/SR. 95, 1949, p. 3.
199) Ibid., p. 5.尚この時の仏代表は、第3委員会176会合で宣言12条の再審議に仏代表として参加したRene CASSIN
である。
200)印代表の発言は、 ibid., p. 3、旧ソ連代表の発言は、 ibidりp. 60
201)印代表の発言は、 ibid., p. 3、旧ソ連代表の発言は、 ibid., p. 6。
202) Ibid., p. 4.
203) Ibid., p. 5.
204) Ibid., p. 4.
205) Ibid., p. 5.
206) Ibid.



























208) Ibid., p. 5.
209) E/CN. 4/SR. 95, 1949, p. 4.原文は、 'No one shall be subject to arbitrary arrest or detention or in any
way deprived of his liberty save by due processes of law in the following cases・
210) Ibid., p. 7.
211) Ibid., p. 8.
212) Ibid., p. 9.
213)米代表の発言は、 ibid.、旧ソ連代表の発言は、 ibid., p. 10。
214) Ibid., p. 10.
215) Ibid., p. ll.
216) Ibid., p. 12.
217) Ibid., p. 13.
218) E/CN. 4/SR. 96, 1949, p. 2.
219) Ibid., p. 3 & p. 9.























221) Ibid., p. 6.
222) Ibid., p. 3.
223) Ibid., p. 7.
224) E/CN.4/231, 1949.原文は、 'No one shall be deprived of his liberty except according to procedure
established by law.
225) E/CN. 4/SR. 96, 1949, p. 7
226) Ibid., p. 2.
227) Ibid., p. 8.
228) Ibid., & E/CN. 4/SR. 96/Corr. 1, 1949.原文は、 'No one shall be deprived of his liberty except on such
grounds and in accordance with such procedure as established by law"。
229) E/CN. 4/SR. 96, 1949, p. 9.

































231) E/CN. 4/SR. 144, 1950, pp. 10-ll.米代表が例示した制限事由は、 t教育上の監督のための合法的な命令によら
ない親による未成年者の抑留、攻撃から保護するための人の抑留、検疫規則に基づく抑留など。
232)印代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 13、チリ代表の発言は、 ibid., p. 13-14、エジプト代表の発言は、
ibid., p. 15、フィリピン代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 146, 1950, p. 11、旧ユ-ゴ代表の発言は、 E/CN. 4/SR.
147, 1950, p. 4。尚、印代表は、制限事由が例示であるのなら、それらを列挙することに反対はしないとも述べ
ているo又同代表は、 146会合では、一部の制限事由だけを列挙するのは最も危険であるとも述べている。 E/CN.
4/SR. 146, 1950, p. ll.
233) E/CN. 4/SR. 144, 1950, pp. ll-12.
234) E/CN. 4/SR. 146, 1950, p. 13. See also, E/CN. 4/147, 1950, p. 7 (a statement by the representative of the
United States).
235) E/CN. 4/SR. 144, 1950, p. 13 & E/CN. 4/SR. 146, 1950, pp. 5-7. See also, E/CN. 4/SR. 147, 1950. p. 6.




























237) E/CN. 4/SR. 146, 1950, p.尚、レバノン代表は、独裁者は制限事由を付した条項を受け容れられないと反論
した　E/CN. 4/SR. 147, 1950, p. 6.
238)ウルグアイ代表の発言は、 E/CN. 4/SR. 146, 1950, p. 、ギリシャ代表の発言は、 ibid., p. 10、印代表の発言
は、 ibid., p. 11、中国代表の発言は、 ibid., pp. ll-12。
239) Ibid.,, p. 9.
240) E/CN, 4/SR. 144, 1950, p. 14.
241) E/CN. 4/SR. 146, 1950, p. 12.
242) Ibid., p. 10.
243) E/CN. 4/SR. 147, 1950, p. 5.
244) Ibid., p. 7.
245) E/CN. 4/SR. 146, 1950, p. ll.



























4/402, 1950)及び豪案(E/CN. 4/353/Add. 10, 1950)である　E/CN. 4/SR. 147, 1950, p. 9.





して、第5会期案の採用を主張したからである。 E/CN. 4/SR. 146, 1950, pp. 9-10.
251) E/CN. 4/SR. 147, 1950, p. 10.
252) Ibid., p. 10.
253) Ibid.
254) E/CN. 4/L. 137, 1952.




























256) E/CN. 4/SR. 314, 1952, p. 9.
257) Ibid., p. 10.
258) E/CN. 4/L. 183, 1952原文は、現行の規約9条1項と同じ。
259) E/CN. 4/SR. 314, 1952, p. 5 & p. 9.
260)米代表の発言は、 ibid., p. 5、旧ソ連代表の発言は、 ibid.、印代表の発言は、 ibid., p. 10。尚、又米代表は、再
度列挙すべき制限事由を8つ挙げて、英案の不備を指摘したIbid., p. 9.
261) Ibid., p. 7.
262) Ibid., p. 8.
263) Ibid.
264)ポーランド代表の発言は、 ibid., p. 9、米代表の発言は、 ibid.a

























266) E/CN. 4/215/Rev.l, 1949.原文は、 "Anyone is free to return to his country."尚、本12条案には、柱書きと
して、 「特別の安全保障上の理由又は一般的利益のため採択され並びに国際連合の目的及び原則に反することのな
い一般的な法律に服することを条件として、」との文言があった0
267) E/CN. 4/275, 1949.原文は、 "Every person is free to return to the country of which he is a natinal."
268) E/CN. 4/SR. 106, 1949, p. 10. See also, E/1371, 1949, article ll(2), p. 20.
269) Ibid., p. ll.本会期で採択された12条1項案は、次の通りで、制限目的を有する制限条項が定められていた。 「国
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